
建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

33 ％ 34 ％
課
長

0.60 人

実
績

33 ％ 34 ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

33 ％ 34 ％

実
績

33 ％ 34 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

88 ％ 88 ％
課
長

0.05 人

実
績

87.9 ％ 88.7 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.9 ％ 100.8 ％
職
員

1.60 人

目
標

50
件
／
年

50
件
／
年

課
長

0.05 人

実
績

30
件
／
年

26
件
／
年

係
長

0.35 人

達
成
率

60.0 ％ 52.0 ％
職
員

0.75 人

　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
く。

　今後も引き続き、市民や事
業者に対する各種説明会・講
習会等での事業PRや住宅情報
誌などへの情報掲載、平成28
年度より実施している固定資
産税納税通知書への啓発チラ
シの封入などを通じ、効果的
な普及啓発活動を行っていく
とともに、SNSを活用した補
助制度の周知など引き続き新
たなPR手法の検討を行う。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができた
ので、「順調」と判断。

順調1,384,679 順調

【評価理由】
　普及啓発活動は目標を達成
し（目標：30回、実績：32
回）、補助事業及び耐震化に
関する問合せ・相談回数につ
いても高い水準を維持してい
る。しかし、補助実績件数は
昨年度と同程度で目標の52％
に留まったため、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　熊本地震の発生後、建築物
の耐震化に関する関心は高い
ものの、補助申請件数には繋
がっていない。また、大規模
建築物に関しては、工事スケ
ジュールの長期化等により、
耐震化の進捗に影響を及ぼし
ている。

係
長

課
長

2.10 人

1,827,724 1,601,234

人

108,150

2,302,966

人

188,690

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

4
民間建築物耐震
改修費等補助事
業

建築
指導
課

　民間建築物の耐震化
を促進するため、一定
の要件に該当する木造
住宅やマンション、多
数の市民が利用する特
定建築物等の耐震化に
要する費用の一部を補
助する。

2
市営住宅整備・
管理事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

　本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を
管理しており、老朽化
の著しい市営住宅の集
約建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、市民の居住安定
の確保を図る。 ─

3
優良賃貸住宅供
給支援事業

　一定の基準を満たす
良質な賃貸住宅（特定
優良賃貸住宅、高齢者
向け優良賃貸住宅）へ
の入居者に対して家賃
補助を行うことによ
り、入居を促進し、入
居者の居住の安定確保
を図る。

住宅
計画
課

─

50件
／年

民間建築物を対象
とした耐震改修費
等補助実績

50件
（H26年
度）

Ⅱ-1-
(1)-③ 
子育て・
高齢世帯
などが混
在するコ
ミュニ
ティづく
り

1
市営住宅整備事
業

住宅
整備
課

　本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を
管理しており、老朽化
の著しい市営住宅の集
約建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、多世代共生の住
まいづくりを推進す
る。

―
36％

（H31年
度）

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

Ⅱ-1-
(1)-④ 
居住支援
の充実

高齢者ふれあい巡
回員の活動

―

1,859,922

特優賃及び高優賃
の入居率

80％
（H26年
度）

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

36％
（H31年
度）

─

―

183,525

─ ―

単身高齢者
が市営住宅
において安
心して暮ら
せる環境づ

くり

【評価理由】
　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができた
ので、「順調」と判断。

【課題】
　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、既存市営住
宅の改善により住宅のバリア
フリー化を進めていく必要が
ある。

やや
遅れ

9,700

【評価理由】
　市営住宅のバリアフリー住
戸の供給率については、バリ
アフリー住戸の供給率目標を
達成することができた。
　ふれあい巡回員の活動につ
いては、ふれあい巡回員によ
る65歳以上の単身高齢者への
訪問等により、高齢者への見
守りや悩みの相談等を行うこ
とができた。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、特優賃及び高優賃
の入居率が、目標に達してい
るので、「順調」と判断。

【課題】
　市営住宅のバリアフリー化
については、市営住宅のマネ
ジメント実施計画と整合を図
る必要がある。
　ふれあい巡回員の活動につ
いては、見守りの対象となる
単身高齢者の増加により、き
め細かい対応が難しくなって
いる。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、事業目標達成の安
定化を図るため、引き続き制
度のPR及び家賃補助の実施が
必要である。

　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
くとともに、ふれあい巡回員
の活動については、増加する
単身高齢者へきめ細かい見守
りを実施するため、ふれあい
巡回員増員の検討を行う。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、引き続き、家賃補
助及び同住宅のPR活動を行っ
ていく。

順調

　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができ
た。
　また、市営住宅に入居する
単身高齢者が抱える悩みの聞
き取りや相談先の助言などを
行い孤立死や引きこもりを防
止するため、65歳以上単身高
齢者を対象としたふれあい巡
回員による訪問を行った。平
成29年度は、対象者 9,403人
に対して、延べ27,734回訪問
し、45,990件の相談等に応じ
た。
　これらについて概ね計画ど
おり事業を実施したため、
「順調」と判断。

順調

順調
　実績が目標を上回っている
ため、「順調」と判断。

245,400

　補助事業及び耐震化に関す
る問合せ・相談回数は高い水
準を維持しているが（H29年
度：397回）、補助実績件数
が目標の52％に留まったた
め、「やや遅れ」と判断。

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

173,639

2,076,370

59,023146,200 33,952
やや
遅れ

─

6.30

職
員

21.10

80％以上
／年 15,575
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

67 件 74 件
課
長

0.05 人

実
績

64 件 74 件
係
長

0.40 人

達
成
率

95.5 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

300 件 300 件

実
績

411 件 414 件

達
成
率

137.0 ％ 138.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 戸 480 戸
課
長

0.30 人

実
績

717 戸 1,083 戸
係
長

1.00 人

達
成
率

239.0 ％ 225.6 ％
職
員

2.00 人

目
標

100
世
帯

120
世
帯

実
績

32
世
帯

103
世
帯

達
成
率

32.0 ％ 85.8 ％

目
標

100
世
帯

100
世
帯

実
績

102
世
帯

114
世
帯

達
成
率

102.0 % 114.0 %

―
空き家等対策計画
の策定

　狭あい道路拡幅整備事業に
ついては、防災性に優れた安
全な市街地の形成や居住環境
の向上に向け、狭あい道路拡
幅整備事業を継続していく。
　老朽空き家対策について
は、空き家の予防・管理・流
通・転用などの総合的な取組
みを実施していく。
　老朽空き家等除却について
は、今後も適正に管理され
ず、周辺の居住環境に悪影響
を及ぼす老朽空き家等の増加
が続くことが見込まれるた
め、その対策の強化を図る。

【評価の理由】
　狭あい道路拡幅整備事業
は、年度目標数を達成してお
り、着実に安全な市街地形成
や居住環境の向上は進められ
ている。
　老朽空き家対策・老朽空き
家等除却についても、目標を
達成することができたので、
「順調」と判断。

【課題】
　狭あい道路拡幅整備事業
は、国の狭あい道路拡幅事業
制度を受けて実施している。
国の事業が平成30年度までの
事業とされていることから、
国の動向によっては、事業内
容の見直しを行う必要があ
る。
　老朽空き家対策について
は、引き続き普及啓発活動等
を実施するなどして、空き家
等の適正管理について、所有
者等の意識の向上を図る必要
がある。
　老朽空き家等除却について
は、老朽空き家対策を中心と
した取組みから一歩進んで、
空き家の利活用や放置予防な
どに積極的に取り組んでいく
ための体制や業務内容の検討
を行う。

課
長

0.25 人

89,458

　本市への定住・移住
を強力に推進するた
め、市外から移住する
世帯に対し、街なかの
住宅を取得又は賃借す
る費用の一部を補助す
る。
　また、「新卒者が
Ｕ・Ｉターン応援企業
等に就職するための転
居」、「市内居住の新
婚世帯による住宅取
得」及び「市内に建設
する社宅」について、
費用の一部を補助す
る。

8
住宅
計画
課

住むなら北九州
定住・移住推進
の取組み

7
老朽空き家等除
却促進事業

空き
家活
用推
進室

　人口減少や高齢化等
が進む本市において
は、今後も、適正に管
理されず、周辺の居住
環境に悪影響を及ぼす
老朽空き家等の増加が
続くことが見込まれる
ことから、平成28年に
制定した「空家等の適
切な管理等に関する条
例」及び同年策定した
「空家等対策計画」に
基づき、老朽空き家等
対策の強化を図る。

5
狭あい道路拡幅
整備事業

空き
家活
用推
進室

　幅の狭い市道に面し
た建築物の建て替えな
どをする際に、道路幅
を広げることを促すこ
とにより、防災性に優
れた安全な住宅市街地
の形成と居住環境の向
上を図る。

6
老朽空き家等対
策推進事業

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

監察
指導
課

　倒壊や部材の落下の
おそれがあるなど危険
な空き家等の除却を促
進するため、家屋の除
却に要する費用の一部
を補助することによ
り、市民の安全で安心
な居住環境の形成を図
る。

164世帯
（H27～
28年
度）

老朽空き家等除却
促進事業の累計実
施件数

住宅取得補助世帯
数

―

550世帯
(H27～
31年
度）

59,147

大変
順調

　目標を大幅に上回る除却戸
数を達成したため、「大変順
調」と判断。

　平成31年度までの中期目標
の実現に向けて、引き続き積
極的にPRを行い、本市への定
住・移住を強力に推進する。

人

人

880戸
（H27～
31年
度）

策定
（H28年
度）

15,425 20,421 20,732

4,216

90,000 73,721

80件
（H30年
度）

40,550

課
長

0.70 人

係
長

1.00 人

職
員

3.00

大変
順調

4,817

28,450

人

11,221

　賃貸住宅補助世帯数につい
ては目標を下回ったものの、
住宅取得補助世帯数について
は目標を達成したため、「順
調」と判断。

係
長

0.50 順調

順調

　平成29年度は、予定してい
た10件の狭あい道路の拡幅整
備が完了し、当初の目標数を
達成しており、安全な市街地
形成と居住空間の向上を図る
とした事業の目的は達成され
ており、「順調」と判断。

Ⅲ-1-
(1)-② 
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

順調

【評価理由】
　定住・移住に一定の成果が
出ているため、「順調」と判
断。

【課題】
　認知度向上のため、平成29
年度から新たに設けたメ
ニューについても積極的にPR
を行い、本市への定住・移住
を強力に推進する必要があ
る。

2.00
職
員

500世帯
(H27～
31年
度）

82,300 38,188 22,875

賃貸住宅補助世帯
数

47世帯
（H27～
28年
度）

202戸
（H26年
度）

167件
（H26年
度）

空き家に関する相
談・通報件数

狭あい道路の拡幅
整備完了件数（累
計）

　目標を達成し、老朽空き家
の適切な管理を推進すること
ができたので、「大変順調」
と判断。

―

公表

12,075 順調

300件
（H30年
度）
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

69.4 ％ 69.6 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

99.1 ％ 99.4 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

18.00 人

目
標

80 ％

実
績

80 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

24 ％

実
績

21.9 ％

達
成
率

91.3 ％

目
標

6 ％

実
績

2.4 ％

達
成
率

40.0 ％

単年度目標
設定なし

6,590,333

単年度目標
設定なし

―

38,403

52,386

2,271戸
（H34年
度）

40,000

単年度目標
設定なし

1,898 戸

―

順調

【評価理由】
　住宅市街地総合整備事業に
ついては、（仮称）城野駅北
地区第1期建設工事の工事が
完了している。また、（仮
称）八幡高見地区S街区第1期
建設工事の進捗が当初の予定
に達することはできなかった
ものの、目標とする住宅供給
戸数の整備に向けて、事業は
進んでいる。
　折尾地区総合整備事業につ
いては、平成37年度の事業完
了に向け、着実に事業を推進
できているため、総合的に考
え、「順調」と判断。

　住宅市街地総合整備事業に
ついては、民間の建設資金を
活用し、良好な市街地居住環
境の整備を行うもので、その
一部を助成することで良質な
住宅ストックを形成するもの
であることから、引き続き事
業の推進を図る。
　折尾地区総合整備事業につ
いては、今後も、平成32年度
の鹿児島本線切替及び新駅舎
の開業に向けて、事業の推進
を図る。

　平成37年度の事業完了に向
け、着実に事業を推進できて
いるため、「順調」と判断。

69,720 0.20

順調

順調

順調

261,000

0.60
係
長

人

4,805,500

―

―

80％
（H32年
度）

6％
（H32年
度）

―

人1.20
職
員

課
長

人0.10

職
員

課
長

0.50

9,143,025

1,760 戸

―

―

―

―

―

事業完了
（H37年
度）

―

―

―

10

12
環境首都総合交
通戦略の推進

Ⅴ-1-
(1)-① 
生活支援
施設の立
地誘導や
「街な
か」居住
の促進

11

Ⅴ-1-
(1)-② 
まちづく
りと連携
した商業
機能の活
性化

住宅市街地総合
整備事業

―
学園都市にふさわ
しい地域拠点の形
成

―

Ⅲ-1-
(2)-② 
風格のあ
る都市景
観づくり

折尾
総合
整備
事務
所

　折尾駅周辺の鉄道の
立体化により踏切を除
去するとともに、一帯
の幹線道路整備や鉄道
跡地を含む土地区画整
理事業等の面整備を総
合的に実施することに
より、交通渋滞の解
消、住環境の改善、ま
ちの一体化、回遊性の
向上などを図り、折尾
地区を魅力ある学園都
市として、また、広域
交通拠点として整備す
る。

折尾地区総合整
備事業

9
魅力ある街並み
形成

　本事業は、個性的で
魅力的な都市景観の形
成を目指し、景観アド
バイザー制度の活用に
よる公共施設や大型民
間施設等の魅力向上を
図り、市民が誇りと愛
着を持てる街並みづく
りを推進する。

　住宅市街地整備計画
を策定し、この計画に
位置づけられた事業を
行う事業者に対し、市
街地住宅等の調査設計
計画費や共同施設整備
費等の一部を補助し、
事業の進捗を図る。

実
績

1,760戸
（H26年
度）

都市
景観
課

住宅市街地総合整
備事業における住
宅供給支援戸数
（累積）

達
成
率

目
標

個性的で魅力的な
都市景観の向上
(景観が良くなった
と思う人の割合)

70％
（H26年
度）

再開
発課

　環境首都総合交通戦
略は、本市での望まし
い交通体系を構築する
ため、既存の公共交通
機関を有効活用し、そ
の維持や充実・強化を
図る。
　過度なマイカー利用
から地球環境にやさし
い公共交通や徒歩・自
転車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

市内の公共交通人
口カバー率

基準値
80％

（H17年
度）

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

基準値
20％

（H17年
度）

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢化社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいように施設や車両のバリ
アフリー化を推進し、公共交
通の利用を促すモビリティマ
ネジメント等を行う。

人0.10

順調

【評価理由】
　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、まち
づくりと連携した公共交通利
用促進の啓発活動に努めたこ
とから、「順調」と判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

係
長

95,135 6,900

　引き続き、景観アドバイ
ザー制度の活用による公共施
設や民間施設等の魅力向上を
推進するとともに、本制度の
周知を図る。

人

人

順調

　（仮称）八幡高見地区S街
区第1期建設工事について
は、工法の変更等を行ったこ
とにより、当初の予定より工
事は進捗しなかったものの、
供給される住宅戸数に変更は
なく、目標とする成果は達成
する見込みである。
　また、（仮称）城野駅北地
区第1期建設工事について
は、予定どおり工事を完了
し、住宅戸数の増加に寄与し
た。
　両地区の進捗率等を総合的
に考え、「順調」と判断。

市内の公共交通分
担率

都市
交通
政策
課

16,150

【評価理由】
　本市の魅力ある街並み形成
に寄与していると認められる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　景観アドバイザーの助言が
協議案件に反映できるよう、
事業の充実を図り、都市景観
の向上につなげる。

　景観アドバイザー制度が活
用されており、市民アンケー
ト結果も概ね目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

33,338

順調5,575

70％
（毎年
度）

1,880 787

24％
（H32年
度）

746
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

100 戸

実
績

119 戸

達
成
率

119.0 ％

目
標

3,000 ㎡

実
績

3,000 ㎡

達
成
率

100.0 ％

目
標

課
長

1.25 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

12.00 人

目
標

50 戸 350 戸

実
績

84 戸 402 戸

達
成
率

168.0 ％ 114.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

1,179,972

497,895

144,375

1.00

0.10

10,650

―

3,000㎡
（H31年
度）

―

1,390,044

30,696

0.25

1.00 人

―

―

100戸
（H31年
度）

―

―

―

―

―

Ⅴ-1-
(3)-① 
研究・開
発拠点の
整備

14
北九州学術・研
究都市北部土地
区画整理事業

小倉駅南口東地
区市街地再開発
事業

再開
発課

13

Ⅴ-1-
(2)-①
都心のに
ぎわいづ
くり

　本市の玄関口である
小倉駅の小倉城口にふ
さわしい都市機能の集
積と土地の高度利用を
図るため、都市計画道
路博労町線の拡幅整備
とあわせた市街地再開
発事業を行う施行者に
対して、事業費の一部
を補助し、事業の推進
を図る。

―

　ＪＲ城野駅北側の未
利用国有地やＵＲ城野
団地を中心とする城野
地区（約19ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

保留床として売却
する住宅戸数

長期優良住宅等の
認定件数の割合

―

―

57,000

100％
(H27年
度～）

680,128

―

550戸
（H33年
度）

5,000人
（H32年
度）

―

―

　各事業者と締結した基本協
定に基づき、持続可能な低炭
素型のまちづくりを誘導す
る。

順調

　純増住宅戸数及び長期優良
住宅等の認定件数割合が目標
を達成しているため、「順
調」と判断。

順調

【評価理由】
　土地区画整理の事業進捗率
は若干下回っているが、平成
30年6月に換地処分を行い、
保留地分譲も好調であり、
「順調」と判断。

【課題】
　事業を完了させるための進
捗管理が必要である。

人

 保留地の処分など事業完了
に向けて事務を進める。

　保留床として売却する住宅
及び業務床については、全て
処分先が決定した。
　また、施設建築物工事につ
いても、予定どおり進捗して
いるため、「順調」と判断。

　本事業については、平成31
年度完成予定であることか
ら、事業完成まで引き続き支
援を行っていく。

【評価理由】
　住宅及び保留床も全て処分
先が決定しており、建物本体
工事も予定通り事業進捗が図
られていることから、「順
調」と判断。

2.00

学
術・
研究
都市
開発
事務
所

　北九州学術研究都市
を知的基盤の中核とし
て、周辺の自然環境を
活かしながら、複合的
なまちづくりを進めて
いくための基盤整備事
業で、「施行者：北九
州市、事業期間：平成
14年4月から平成30年6
月、施行面積：約
135.5ヘクタール」の
国から認可された土地
区画整理事業として整
備を進めている。

保留床として売却
する業務床面積

―

北九州学術・研究
都市北部地区にお
ける地区内人口

―

Ⅴ-1-
(4)-① 
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

15
住宅街区のス
マート化促進事
業

区画
整理
課

純増住宅戸数

職
員

係
長

職
員

課
長

27,875

係
長

課
長

697,265 648,018

667,000 0.20 人 順調

人

順調

　土地区画整理の事業進捗率
は若干下回っている（目標：
100％、実績：98.1％）が、
ほぼ目標どおりの成果が現れ
ており、事業全体の進捗は、
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　純増住宅戸数及び長期優良
住宅等の認定件数割合は目標
を達成した。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導により、低炭素ス
マート化住宅設置率100％を
達成した。
　よって、事業全体として
「順調」と判断。

【課題】
　各事業者と締結した基本協
定に基づき、持続可能な低炭
素型のまちづくりの誘導を引
き続き行う必要がある。

順調

人

人
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

80 ％

実
績

80 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

24 ％

実
績

21.9 ％

達
成
率

91.3 ％

目
標

6 ％

実
績

2.4 ％

達
成
率

40.0 ％

目
標

8
か
所

8
か
所

課
長

0.10 人

実
績

8
か
所

8
か
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 % 100.0 %
職
員

1.20 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.80 人

　既運行地区におけるおでか
け交通を維持するため、事業
主体に対する側面支援による
運行の継続を行う。

38,403

8か所
（H32年
度）

―

―

80％
（H32年
度）

―

Ⅴ-2-
(3)-② 
おでかけ
しやすい
移動手段
の確保

17

環境首都総合交
通戦略の推進
（おでかけ交通
事業）

都市
交通
政策
課

　おでかけ交通事業
は、バス路線廃止地区
やバス路線のない高台
地区、高齢化率が市の
平均を上回る地区など
において、地域住民の
交通手段を確保するた
め、採算性の確保を前
提として、地域住民、
交通事業者、市の三者
がそれぞれの役割分担
のもとで連携して、マ
イクロバスやジャンボ
タクシー等を運行す
る。

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

　今後も公共施設を長期に渡
り安全に維持していくため、
中長期的な視点で適切に改修
等を行う「予防保全型の維持
管理」の推進を図っていく。

順調

順調

6％
（H32年
度）

24％
（H32年
度）

13,300

40,000 33,338

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

市有建築
物長寿命
化計画の
充実

―

―

―

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢化社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいように施設や車両のバリ
アフリー化を推進し、公共交
通の利用を促すモビリティマ
ネジメント等を行う。

【評価理由】
　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、公共
交通利用促進の啓発活動に努
めたことから、「順調」と判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

順調

　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

人

0.10

1.20

既運行地区におけ
るおでかけ交通の
維持

8か所
（H25年
度）

市内の公共交通人
口カバー率

基準値
80％

（H17年
度）

Ⅴ-2-
(3)-①
公共交通
の利便性
の向上

16
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

施設
保全
課

18
公共施設予防保
全マネジメント
推進事業

　「公共施設マネジメ
ント実行計画」に基づ
き、予防保全による施
設の長寿命化を計画的
に進めるため、長寿命
化計画の策定及び推進
を図る。

　環境首都総合交通戦
略は、本市での望まし
い交通体系を構築する
ため、既存の公共交通
機関を有効活用し、そ
の維持や充実・強化を
図る。
　過度なマイカー利用
から地球環境にやさし
い公共交通や徒歩・自
転車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

市内の公共交通分
担率

―

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

基準値
20％

（H17年
度）

―

市有建築
物長寿命
化計画の

策定

市有建築
物長寿命
化計画の
充実

市有建築物長寿命
化計画の策定・推
進

職
員

係
長16,150

課
長

16,932 13,273

33,33840,000 38,403

【評価理由】
　目標どおり長寿命化計画の
充実を図ることができたた
め、「順調」と判断。

【課題】
　市有建築物長寿命化計画に
基づき、施設の計画的な予防
保全と実施に向けた仕様･工
法等、具体的な検討を行い、
長寿命化計画の推進を図る。

人

0.60

順調

【評価理由】
　事業者に対して運行に要す
る費用の一部助成などの側面
支援を実施し、安定・安全運
行を図ることができたので、
「順調」と判断。

【課題】
　おでかけ交通を存続させて
いくため、更なる三者の連携
による利用者増を図ることが
不可欠である。

　三者（地域住民、交通事業
者、市）で逐次調整・協議を
行い、安定・安全運行の確保
に努め、運行の維持ができた
ので、「順調」と判断。

順調

　施設の機能維持に不可欠な
特定重要設備の現地調査を行
い、仕様等の基礎的な情報を
整理し、保全マネジメントシ
ステム（BIMMS）のデータを
更新する等、長寿命化計画の
充実を図ることができたた
め、「順調」と判断。

人

順調

16,150

20,000

市有建築
物長寿命
化計画の

策定

長寿命
化計画
の推進
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

4,225 戸 4,425 戸

実
績

4,239 戸 4,485 戸

達
成
率

100.3 ％ 101.4 ％

目
標

7,630 戸 8,052 戸

実
績

7,413 戸 7,780 戸

達
成
率

97.2 ％ 96.6 ％

目
標

15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

29 件 22 件
係
長

0.05 人

達
成
率

193.3 ％ 146.7 ％
職
員

0.05 人

目
標

50 戸 350 戸

実
績

84 戸 402 戸

達
成
率

168.0 ％ 114.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

人

1,482,693

職
員

―
約4,800戸
（H31年
度）

15件
（毎年
度）

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

19

550戸
（H33年
度）

100％
（H27年
度～）

―

21
住宅街区のス
マート化促進事
業

6,605戸
（H27年
度）

耐震改修工事累計
戸数

北九州市建築物総
合環境性能評価制
度（CASBEE北九
州）の届出件数

市営住宅のバリア
フリー化工事（す
こやか改善事業）
累計戸数

純増住宅戸数

長期優良住宅等の
認定件数の割合

区画
整理
課

　ＪＲ城野駅北側の未
利用国有地やＵＲ城野
団地を中心とする城野
地区（約19ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

Ⅵ-2-
(1)-① 
環境に配
慮した良
質な住
宅・建築
ストック
の形成

20
民間建築物指導
業務（CASBEE北
九州の普及）

建築
指導
課

　建築物は、エネル
ギーの消費や廃棄物の
発生など環境に対し
様々な影響を与えてい
る。また、地球温暖化
対策をはじめとする環
境問題に対し、建築分
野での取り組みは大き
な役割を担っている。
CASBEE北九州（北九州
市建築物総合環境性能
評価制度）は延床面積
2,000㎡以上の建築物
の新築等を行う建築主
が建築物の環境性能を
自己評価し、その結果
を市に届出る制度であ
り、この制度の普及に
より、環境配慮型建築
物の整備促進を図る。

―

課
長

27,875680,12830,696

990

人

人

人

95,250

　民間建築物指導業務につい
ては、平成20年10月の本格実
施から一定年数が経過し、建
築士事務所等の制度への理解
は進んでいるが、引き続き建
築主等に対し個別に制度の概
要についてPRするなど、届出
を促す普及啓発活動を実施す
る。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、各事業者と
締結した基本協定に基づき、
持続可能な低炭素型のまちづ
くりを誘導する。

順調

人

　純増住宅戸数及び長期優良
住宅等の認定件数割合が目標
を達成しているため、「順
調」と判断。

大変
順調

1.00

2.00

　市営住宅を耐用年数まで有
効に活用するため、安全性確
保を引き続き推進する。

係
長

課
長

0.50 人

順調

　平成29年度における市営住
宅バリアフリー化工事の目標
（目標：200戸、実績：246
戸）を達成することができる
など、概ねスケジュールに
沿って事業を進捗することが
できた。
　市営住宅の耐震改修工事
は、概ね9割(目標：422戸、
実績：367戸)の進捗である。
　よって、「順調」と判断。

2.20

係
長

職
員

順調

【評価理由】
　民間建築物指導業務につい
ては、目標を超える届出件数
であった。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、純増住宅戸
数及び長期優良住宅等の認定
件数割合が目標を達成した。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導により、低炭素ス
マート化住宅設置率100%を達
成した。
　よって、事業全体として
「順調」と判断。

【課題】
　民間建築物指導業務につい
ては、届出を促す効果的な普
及啓発活動を実施することが
必要である。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、各事業者と
締結した基本協定に基づき、
持続可能な低炭素型のまちづ
くりの誘導を引き続き行う必
要がある。

【評価理由】
　市営住宅バリアフリー化工
事、耐震改修工事ともに、成
果指標を概ね達成することが
できたので、「順調」と判
断。

【課題】
　市営住宅バリアフリー化工
事については、中期目標の達
成に向け、引き続き事業を推
進する必要がある。
　耐震改修工事については、
市営住宅のマネジメント実行
計画に基づき、耐震改修促進
計画の目標達成に向け、引き
続き事業を推進する必要があ
る。

順調

9.00

0.25

　実績が目標を上回ったの
で、「大変順調」と判断。

109

1,224,376 1,668,066

205 104

市営住宅既存ス
トック整備事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

　既存の市営住宅の居
住水準および安全性を
確保する為、住戸のバ
リアフリー化（すこや
か改善事業）や耐震性
の低い住棟の耐震改修
を行い、既存ストック
の有効活用を図る。

15件
（H26年
度）

約9,200戸
（H32年
度）

57,000
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

80 ％

実
績

80 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

24 ％

実
績

21.9 ％

達
成
率

91.3 ％

目
標

6 ％

実
績

2.4 ％

達
成
率

40.0 ％

目
標

1 回 1 回
課
長

― 人

実
績

3 回 3 回
係
長

― 人

達
成
率

300.0 ％ 300.0 ％
職
員

― 人

【施策の指標】
早期実現のための
要望活動を共同で
実施

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

1回
（H28年
度）

Ⅶ-3-
(2)-④
広域連携
に資する
社会基盤
の整備に
向けた取
組の推進

23

【施策評価のみ】
下関北九州道路
にかかる要望・
提案活動の実施

都市
交通
政策
課

【施策の内容】
　地域連携に資する社
会基盤の整備に向けた
取り組みの一環とし
て、下関北九州道路を
推進するため、国や関
係機関に対して要望・
提案活動を実施する。

Ⅵ-2-
(1)-② 
環境に配
慮した都
市基盤・
施設の整
備・維持
管理

22
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

　環境首都総合交通戦
略は、本市での望まし
い交通体系を構築する
ため、既存の公共交通
機関を有効活用し、そ
の維持や充実・強化を
図る。
　過度なマイカー利用
から地球環境にやさし
い公共交通や徒歩・自
転車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

基準値
80％

（H17年
度）

市内の公共交通人
口カバー率

16,150

6％
（H32年
度）

市内の公共交通分
担率

基準値
20％

（H17年
度）

24％
（H32年
度）

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

　国家プロジェクトとしての
下関北九州道路の整備に向
け、引き続き、要望活動や調
査検討に取り組む。

人

―
大変
順調

【評価理由】
　国や関係機関に対して、予
定を上回る要望・提案活動を
実施しており、さらに具体的
な検討に入ったため、「大変
順調」と判断。

【課題】
　下関北九州道路の早期実現
に向けて、調査検討を進め、
要望に反映させる。

　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢化社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいように施設や車両のバリ
アフリー化を推進し、公共交
通の利用を促すモビリティマ
ネジメント等を行う。

38,403

― ― ―― ―

40,000 順調

【評価理由】
　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、地球
環境にやさしい公共交通利用
促進の啓発活動に努めたこと
から、「順調」と判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

順調

1回
（H32年
度）

―

―

―

―

―

―

80％
（H32年
度）

33,338

0.10
課
長

人

人

1.20
職
員

0.60
係
長
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